
令和 3 年 3 月

令和 2 年度 令和 11 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

別添２－1

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法非適

君津市農業集落排水事業経営戦略

平成１５年度
（１７年経過）

君津市

農業集落排水事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

１１.３人／ｈａ

１処理場

無

処 理 区 数 １処理区

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

無

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

　公共下水道との均衡性を保つことを考慮し、基本使用料を税抜き2,000円、20㎥を超過する分については
以下の表により算定した額に消費税を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨て
た額）としている。

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

業務使用料体系の設定なし

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施
する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含
む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。



2,160 円 2,502 円

2,160 円 2,484 円

2,200 円 2,523 円

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

平成３０年度 平成３０年度

令和元年度 令和元年度

平成２９年度

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

その他の使用料体系の設定なし

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成２９年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析：別紙　経営比較分析表のとおり

２．将来の事業環境

（１）

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

なし

なし

 イ　指定管理者制度

　処理場、中継ポンプ施設の運転管理等の維持管理業務を民間委託している。
　処理場周辺の清掃等の日常的維持管理及び接続推進活動を地元の接続者で組織する
維持管理組合に委託している。

民 間 活 用 の 状 況

職 員 数 なし

君津市経済部農林整備課で運営。

なし

なし

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

処理区域内人口の予測

 上総地区の推計人口より今後の減少率を算出し、君津市農業集落排水処理施設区域内人口に減少率を乗じていくと、2030年に199人、2040年に156人、2060年
に93人に人口が減少していくと算出される。



（２） 有収水量の予測

　平成27年以降、水洗化率は約91％と高い割合を維持している。
　この91％を維持したまま、（１）処理区域内人口の予測における表４の人口に水洗化率を掛けると水洗化人口は2030年に180人、2040年に141人、2060年に84人に
減少していくと算出される。
　この水洗化人口に、１人あたり平均有収水量79㎥（令和元年度実績値）を掛けると、有収水量は2030年に14,220㎥、2040年に11,139㎥、2060年に6,636㎥に減少
していくと算出される。



（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

　農業集落排水事業としての職員は０人であり、今後も増員の計画はない。

使用料収入の見通し

　有収水量の減少に伴い、使用料収入も減少していくと考えられる。
  ⅰ基本使用料について
　表１における基本使用料は戸ごとに賦課しており、折木沢地区の1戸あたりの平均人数は2.4人となっている。（令和元年度実績）
　君津市農業集落排水処理施設区域内水洗人口を１戸あたりの平均人数2.4人で割ると、戸数は2030年に75戸、2040年に58戸、2060年35戸に減少していくと算出
される。
　この戸数に、基本使用料と消費税を掛けると、基本使用料は2030年に165,000円、2040年に127,600円、2060年に77,000円に減少していくと算出される。

　ⅱ20㎥を超過する分についての使用料について
　表１における20㎥を超過する分については表１により算定した額に消費税を乗じて得た額となっており、各段階別の有収水量の割合は以下の表のとおりとなる。
（令和元年実績値）
　この各段階別の有収水量の割合に各年ごとの有収水量の見込みを掛けると、20㎥を超過する分についての使用料は2030年に1,659,614円、2040年に1,300,046
円、2060年に774,554円に減少していくと算出される。

　ⅲ使用料収入の見通しについて
　　上記ⅰ及びⅱの結果をあわせると使用料収入の見通しは2030年に1,824,614円、2040年に1,427,646円、2060年に851,554円に減少していくと算出される。

施設の見通し

 平成１５年度から共用を開始し、１７年が経過している。
　管路施設の送流方式は自然流下式と圧送方式であり、管路延長が約７．１ｋｍ、主な汚水管は硬質塩化ビニル（ＶＵ，ＶＰ）を使用し、中継ポンプ施設は１２箇所設
置されている。
　管渠の標準耐用年数は50年とされているため、更新は直近の課題となっていない。
　ただし、処理施設及び中継ポンプの計装機器類、盤類、電動機器類、ポンプ類については、標準耐用年数が１０年から１５年である設備も多く、耐用年数が経過
した設備もあり、年々設備等の故障が増え、修繕費が増加している。
　適正な管理や予防保全的な修繕により可能な限り施設の長寿命化を図ることで、設備投資の増加を抑制していく必要がある。

組織の見通し

　将来の事業環境について、収入は人口減少に伴う水洗化人口の減少により、使用料は減収していくと見込まれる。
　一方で支出については、更新時期を迎えた機器等の更新により、修繕費は増加していくものと見込まれる。
　このように厳しい経営環境が見込まれるが、かつて君津市では、湖水等の汚濁が進み、生活環境の改善と水質保全を図ることが緊急の課題となり、農業集落排水
事業に着手し、折木沢地区周辺の整備を進めてきた経緯がある。
　また、折木沢地区は、小櫃川上流域に位置し、飲料水確保にも利用されている亀山ダムの上流域に位置していることから、下流域への影響に鑑み、より一層の水
質保全を図る必要がある。
　こうした状況を踏まえ、今後も生活環境の改善と水質保全を図るため、計画的な修繕を行いつつ農業集落排水処理施設の効果的、効率的な運営に努めていく。



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

　　＜取組例＞
・財源の目標に関する事項
　収支の均衡を図り、やむを得ず収入の不足する分については、一般会計からの繰り入れを行う算出をした。

・使用料収入の見通し、使用料の見直しに関する事項
　使用料の見通しは、以下の５年ごとに算出したⅰ及びⅱを合わせた金額を使用料収入として算出し、各算出年度の間の４年間については、次の算出年度までの
減少分を平準化のうえ毎年度減じて算出した。
　ⅰ基本使用料
　  　２．（３）ⅰ基本使用料についてのとおり、君津市人口ビジョンに基づき予想される水洗化戸数を現在の基本使用料に乗じて、５年ごとの基本使用料を算出した。
　ⅱ20㎥を超過する分についての使用料
　　  ２．（３）ⅱ20㎥を超過する分についての使用料についてのとおり、君津市人口ビジョンに基づき算出される有収水量を現在の各段階別の有収水量の割合に乗
じた水量に、現在の各段階別使用料を乗じて、５年ごとの20㎥を超過する分についての使用料を算出した。

　使用料の見直しについて、現状維持管理費の多くを一般会計からの繰入金で負担しており、状況の改善のために使用料についても今後見直しを検討する。
　ただし、地元との協議が必要であるため、今回の戦略計画期間では使用料の増額は反映しない。

・繰入金に関する事項
　以下の２点により算出している。
　ⅰ基準内繰入金
　　 償還計画に基づく建設時の償還金のための繰入金。
　ⅱ基準外繰入金
      各年度ごとの収支を算出し、不足する維持管理費等の費用を補うための償還金。

・資産の有効活用に関する事項
　現状有効活用が検討できる資産はない。

収支計画の策定の前提となる長期投資試算の結果及びそれに基づく長期目標
ⅰ収支計画の策定の前提となる長期投資試算の結果
　 最適整備構想に基づき、汚水処理に必要不可欠である機器の更新、オーバーホールを計画的に実施した
場合、2020年から2024年までに約2,700万円、2025年から2029年までに約2,500万円を要する試算となった。
　
ⅱ長期目標
　 各更新等を年度ごとに可能な限り平準化し、各年度の投資額を抑制しつつ更新等を行っていく。

目標

・投資の目標に関する事項
　最適整備構想に基づき、更新等を行う時期を設定した。

・投資の平準化に関する事項
　各更新等を年度ごとに可能な限り平準化し、単年度に投資額が集中しない計画を策定した。

・管渠、処理場等の建設・更新に関する事項
　管渠については、主に２０３０年以降に更新時期を迎えるため、今回の収支計画に含めない。
　処理施設と中継ポンプについて、汚水処理に必要不可欠である機器の更新、オーバーホールを計画に反映した。
　水槽等コンクリート構造物については最適整備構想上では、劣化した断面の修復が推奨されているが、本来の耐用年数が長く劣化のレベルが低いこと及び修復
費用が高額であることから、今回の計画には反映せず観察とした。

・広域化・共同化・最適化に関する事項
　広域化について、中山間地域に属する集落であり、近隣集落においても人口密度が低いため、 広域化による収入の増加やコストの低減が見込めないため検討し
ない。
　公共下水道との共同化について、公共下水道区域との距離が、山間部を越えて約３０ｋｍと著しく離れており、実現は不可能であると考えられる。

・民間の活力の活用に関する事項（PPP/PFIなど）
　現状、基本的な維持管理業務を民間に委託しており、市の職員との調整のもと維持管理を行っている。
　市職員の人件費は農業集落事業会計では支出していないため、従来市の範囲で行ってきた業務を委託範囲に含めることで、かえって維持管理コストを増加させ
てしまうと考え られるため、現状の範囲を超える委託については検討しない。

・防災・安全対策に関する事項
　現状特に問題点はない。

収支計画の策定の前提となる長期財源試算の結果及びそれに基づく長期目標
ⅰ収支計画の策定の前提となる長期財源試算の結果
　 近年の上昇率や人口の見込みを反映し算出した維持管理費は2020年度で約870万円、2029年度で約890
万円と緩やかに上昇していく試算となった。（機器の更新等は除く。）

ⅱ長期目標
　 効率的な運営に努め、収支の均衡を図っていく。
　 やむを得ず収入の不足する分については、一般会計からの繰り入れを行うが、基準外繰入金の軽減に努
める。

目標

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り



③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　＜取組例＞
　　　・職員給与費に関する事項
　　　　農業集落排水事業としての職員は０人であるため、費用は０円である。

　　　・動力費、薬品費に関する事項
　　　　【光熱水費、通信運搬費】
　　　　算出年度前の４ヵ年の平均により算出した。
　　　　人口は減少していく見込みであるが、施設自体の規模は変わらないため、費用の減少は見込めない。
　　　　【汚泥引抜の手数料、薬品費】
　　　　平成２９年から令和元年の実績に基づき、人口１人当たりの費用を算出し、将来の水洗化人口の見込みに乗じて算出した。
　　　　人口の減少に比例して汚泥の引き抜き量も減少していくと見込まれる。

　　　・修繕費に関する事項
　　　　４.（１）①・投資の目標に関する事項のとおり。

　　　・委託費に関する事項
　　　　平成２９年から令和元年の平均上昇率を算出し、算出前年度の費用に平均上昇率を乗じて算出した。

　　　・民間の活力の活用に関する事項（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制度、PPP/PFIなど）
　　　  ４.（１）①・民間の活力の活用に関する事項（PPP/PFIなど）のとおり



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）
―

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組 ―

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

今後は、実施状況の進捗管理を行うとともに、概ね5年ごとに経営戦略の見直し及び必要に応じての改定等を行う。

職員給与費に関する事項 ―

動力費に関する事項 ―

修繕費に関する事項 各修繕を年度ごとに可能な限り平準化し、各年度の修繕額を抑制しつつ修繕を行っていく。

委託費に関する事項 ―

その他の取組 ―

薬品費に関する事項 ―

―

基準外繰入を減らすため今後検討していく。使用料の見直しに関する事項

―

―

各更新等を年度ごとに可能な限り平準化し、各年度の投資額を抑制しつつ更新等を行っていく。

―広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項


